
ユニット型及びユニット型以外の施設の

併設に係る基準省令等の改正につしヽて



ユニット型とユニット型以外の施設の併設に係る省令改正について

○経緯
平成22年9月 21日 に介護給付費分科会においてとりまとめられた「一部ユニット型施設の基準等に関する
審議のとりまとめ」を受け、ユニット型施設とユニシト型施設以外の施設の併設施設について、一部ユニット
型施設に係る規定を廃止し、それに伴い、人員及び設備に関する基準の改正を行う。 (パブリックコメントを
12月 17日 まで実施。 )

○改正内容
一部ユニット型施設に係る規定を省令から肖」除する。
これにより、現在T部ユニット型施設という類型で 1つの施設として運営されている施設が、ユニット型
の部分とュニット型以タトの部分で別の施設に分かれることとなる。
別々の施設にあつては、職員はそれぞれの施設の職務に従事することが基本であり、他の施設において同
時に勤務することは通常考えに<いが、旧一部ユニット型施設に勤務する職員については、入所者の処遇に
支障がない範囲において、分離した施設の双方において職務に従事する勤務体制を可能とする。

(参考)特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 第6条 (職員の専従)    ・

特別養護老人ホームの職員は、専ら当該特別養護老人ホームの職務に従事する者でなければならな
い。ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。

また、設備基準については、従来―部ユニット型施設であつた施設において、入所者の処遇に支障がない
範囲において、ユニット型施設とそれ以外の施設の双方で設備の共用を可能とする。

○対象施設
特別養護老人ホニム (介護老人福祉施設、地i或密着型介護老人福祉施設)
介護老人保健施設

介護療養型医療施設

短期入所生活介護

短期入所療養介護



ユニシト型とユニット型以外の施設の併設に係る省令改正について

○特別養護者人ホーム
○ 一部ユニット型施設に1系る規定を省令から削除する。
○ ユニット型特別養護者人ホームと、ユニット型以外の特別養護老人ホァムを併設する場合、人員配置基準
及び設備基準については以下のとおりとする。

人員に関する基準
0施 設長、管理者、医師、琶護職員 (介護職員と同様にユニットケアを行う蓄護職員を除く)、 生活相談
員、介護支援専門員、栄養士、機能訓練指導員、調理員及び事務員その他の従業者については、入所者の
処遇に支障のない場合、併設する特別養護老人ホームの入所者に対してサービスの提供を行う勤務体制も
可能とする。

※ 介護職員及び介護職員と同様にユニットケアを行う看護職員 (特別養護者人ホームの設備及び運営
に関する基準 (省令)第40条第2項第 1号に配置規定のある看護職員)は、上の例タト規定の対象では
な <、 従つて原則通り併設施設の入所者に対してサ=ビス提供を行う勤務体制は認められない。
(参考)特別養護老人ホ=ムの設備及び運営に関する基準 (省令)第40条第2項第 1号
昼間については、ユニツトごとに常時一人以上の介護職員又は琶護職員を配置すること。

設備に関する基準
・ 居室、共同生活室、洗面設備、便所を除き、ユニット型施設の入居者及びユニット型以外の施設の入所
者へのサービス提供に支障がない場合、一の設備をもって、ユニット型施設及びユニット型以外の施設の
共通の設備とすることができる。

○ 施行期日及び経過措置
・ 介護給付費分科会の答申をいただいた後、所定の手続に従い公布・同日施行
0/AN布日に現に存在する一部ユニット型施設 (増改築中も含む)については、平成23年4月 1日以降の認
可・指定の更新の際に、ユニット型部分とユニット型以外の部分について、それぞれ別施設として認可・

指定を行うこととする。
・ 平成15年4月 2日以降に新設され、一部ユニット型施設として認可 0指定を受けたものについては、ユ
ニット型部分とユニット型以タトの部分について、それぞれ別施設として遅滞なく認可 0指定を行うことと
する。
・ また、特別養護者人ホームについて、ユニット型施設及び従来型施設それぞれの施設整備状況の検証結
果を踏まえ、必要があればその後の対応を検討することとする。



ユニット型とユニット型以外の施設の併設に係る省令改正について

○ 一部ユニット型施設に係る規定を省令から削除する。

○ ユニット型介護者人保健施設と、ユニット型以外の介護者人保健施設を併設する場合、人員配置基準及び
設備基準については以下のとおりとする。

人員に関する基準
・ 管理者、医師、琶護職員、薬剤師、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、栄養士、介護
支援専門員、調理員、事務員その他の従業者については、入所者の処遇に支障のない場合、併設する介護
者人保健施設の入所者に対してサービスの提供を行う勤務体制も可能とする。
※ 介護職員は上の例外規定の対象ではな <、 従つて原則通り併設施設の入所者に対してサービス提供
を行う勤務体制は認められない。

設備に関する基準
・ 療養室 (病室)、 共同生活室、洗面設備、便所を除きtユニツト型施設の入居者及びユニット型以外の
施設の入所者へのサービス提供に支障がない場合、―の設備をもって、ユニット型施設及びユニット型以
外の施設の共通の設備とすることができる。

○施行期日及び経過措置
・ 介護給付費分科会の笞申をいただいた後、所定の手続に従い公布 。同日施行
・ 公布日に現に存在する一部ユニット型施設 (増改築中も含む)については、平成23年4月 1日以降の許
可の更新の際に、ユニット型部分とユニット型以外の部分について、それぞれ別施設として許可を行うこ
ととする。
・ 平成17年 10月 2日以降に新設され、一部ユニット型施設として許可を受けたものについては、ユニッ
ト型部分とユニット型以外の部分について、それぞれ別施設として遅滞な<許可を行うこととする。

○介護療養型医療施設、短期入所生活介護、短期入所療養介護についても所要の改正を行う。



一部ユニット型に係る介護報酬に関する都道府県・保険者・事業者との相談状況

(特養9施設、老健26施設)

○個室ユニットケア実施の確認済 :7県、報酬‖返還について相談済 :4県   (平成22年 12月 17日現在)

茨城県 個軍ユニットケーアの実施1木澤については■年内及び■月中に確認を行う予定6
報酬‖返還の相談については11実施状況を確認した後に行う予定811   ‐|

群馬県 ユニットケアの実施状況については、保険者と現地確認を行つた結果、適正であった。
報酬‖返還の相談については、今後実施する予定。

埼玉県 個室ユ
ー
ニ,トケアの実施状況については、|‐■月中旬に確認を行う予定。

報酬‖返還の相談については(2月上旬までに行う予定よ■■|■ |‐■

東京都 個室ユニットケアの実施状況については、現地確認を行い、現在相談中
報酬‖返還の相談につしヽては、相談中であり、最終的には実施状況の結論を踏まえ決定する予定。

新潟県 ユーニツ|トーケアの1実施1犬況につし―)て |ま、1保険者と現地確認―を行‐うた結果t適正であつた。
報酬‖返還の相談を行いtl返還は不要で|あるとの畜吉論に至ちた111

静岡県 ユニットケアの実施状況については、保険者と現地確認を行つた結果、適正であった。
報酬‖返還の相談については、今後実施する予定。

島1根県 ユニツトケアの実施1犬潟につ―いて辱■保陳煮と現地確認を行う|た結果111適正であ|うた:
報酬‖返還の相談を1行い(|‐返還は不要で|あるとの結論に至う|た1■ ■|■ ■■■ ■■■

広島県 ユニットケアの実施状況については、保険者と現地確認を行つた結果、適正であった。
報酬‖返還の相談については、今後実施する予定。

香川県 ユニッ.トケアの実施状況については1‐ 保険者と現地確認を行うた結果tl適正であうた:
報酬‖返還の相談を行いtl返還は不要であ―るとの結論に至‐うたよ |

佐賀県 個室ユニットケアの実施状況については、年内に確認を行う予定。
報酬‖返還の相談については、相談中であり、実施状況を確認したうえで決定する予定。

人分1県 Illニシ|トケアの実施状況についてはt‐保険者と現地確認を行った結果t適正で|あう.た :
報酬‖返還の相談を行いtl返還は不要であるとの結論に至つた:   .‐   ‐ ‐‐_



参考 二部ユニット型施設の基準等に関する審議のとりまとめ (抜粋)
3.一部ユニット型に係る規定の整理について
以上の点を踏まえ、ユニット型施設とユニット型施設以外の施設 (以下、「従来型施設」という。)の併設施設の取扱いは、以下の通りと
する。
(1)指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設について                       ・

① 施設類型上の取扱い
指定介護者人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 (平成11年厚生省令第39号)に規定される一部ユニット型介護者人福祉
施設、特別養護者人ホームの設備及び運営に関する基準 (平成11年厚生省令第46号)に規定される一部ユニット型特別養護老人ホー
ム及び二部ユニット型地上或密着型特別養護老人ホーム並びに指定地域密着型サ=ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 (平成 1
8年厚生労働省令第34号)に規定される一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を廃止し、省令及びその解釈通知から削除す
る。
② ユニット型施設と従来型施設の併設施設についてのケアの分離の原則
当面、地方公共団体が地i或の実情に応じてやむを得ずユニット型施設と従来型施設を併設した施設については、ユニット型施設部分と
従来型施設部分のそれぞれで適切なケアが行わねるよう、別施設として指定を行うこととし、入所者のケアはそれぞれの施設の介護職員
により別々に行われることとなる。         |
③ 人員に関する基準
り 介護職員及び蕎護職員について
ユニット型施設と従来型施設を併設した施設のうち、ユニット型施設の介護職員については、併設された従来型施設の介護職員との
兼務を認めない。
ユニット型施設と従来型施設を併設した施設のうちてユニット型施設において介護職員と同様にケアを行う看護職員については、兼
務を認めない。
価)施設長、管理者、医師、生活相談員、介護支援専門員、栄養士、機能訓練指導員、調理員及び事務員その他の従業者について
上記 Gi)の各従業者については、ユニツト型施設の入居者及び併設された従来型施設の入所者の処遇に支障がない場合、兼務を認め
ることとする。
④ 設備に関する基準
施設の設備については、居室、共同生活室、洗面設備、便所を除き、ユニット型施設部分の入居者及びそれ以タトの部分の入所者への
サービス提供に支障がない場合、ユニット型施設・従来型施設の併用を認めることとする。
⑤ 附則 (施行期白及び経過措置等)
新設される施設については、平成22年 11月から12月に予定される省令改正の公布・施行の日より、新基準が適用されることとな
る。
国の解釈通知に沿って指定が行われ、報酬が支払われていた―部ユニット型施設については、平成23年 4月 (予定)以降の指定更新
の際に、ユニット型施設部分と従来型施設部分をそれぞれ別施設として、順次指定の変更を行うこととする。
国の解釈通知に反して平成15年 4月 2日以降に―部ユニット型施設として新設。指定され、ユニット部分にユニット型介護福祉施設
サービス費が支払われていた施設については、平成23年 3月末 (予定)までに、新たな基準に基づき、ユニット型施設部分と従来型施
設部分をそれぞれ別施設として指定することとする。
また、ユニット型施設及び従来型施設それぞれの施設整備状況の検証結果を踏まえ、必要があればその後の対応を検討することとする。
⑥ 以上について、省令に明記する。



参考 一部ユニット型施設の基準等に関する審議のとりまとめ (抜粋)
(2)介護老人保健施設等
① 施設類型上の取扱い
介護者人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 (平成11年厚生省令第40号)等に規定される一部ユニット型介護
老人保健施設等を廃止し、省令及びその解釈通知から削除する。
② ユニット型施設と従来型施設の併設施設についてのケアの翁離の原則
指定介護老人福祉施設と同様の取扱いとする。
③ 人員配置基準
(0 介護職員について
ユニット型施設と従来型施設を併設した施設のうち、ユニット型施設の介護職員については、併設された従来型施設の介護職員との
兼務を認めない。
儡)管理者t医師、看護職員、薬剤師、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、栄養士、介護支援専P日員、調理員、事務員
その他の従業者について
上記 (‖)の従業者については、ユニット型施設の入居者及び併設された従来型施設の入所者の処遇に支障がない場合、兼務を認める
こととする。

④ 設備基準     ―′
施設の設備については、療養室 (病室)、 共同生活室、洗面設備、便所を除き、ユニット型施設の入居者及びそれ以タトの部分の入所者
へのサービス提供に支障がない場合、ユニット型施設部分・従来型施設部分の併用を認めることとする。
⑤ 施行期日及び経過措置について
指定介護老人福祉施設と同様の取扱いとする。
⑥ 以上について、省令に明記する。
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諮 問 書

(特別養護老人ホーム等における一部ユニ ッ ト型施設・事業所に関する基準の

改正について)

介護保険法 (平成 9年法律第 123号)第 74条第 3項、第 78条の4第 3
項、第 88条第 3項、第 97条第 4項、第 110条第 3項及び第 115条の 1
4第 3項の規定に基づき、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準 (平成 11年厚生省令第 37号 )、 指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準 (平成18年厚生労働省令第 34号 )、 指定介
護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 (平成 11年厚生省令第 3
9号 )、 介護者人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 (平成

11年厚生省令第40号)、 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関
する基準 (平成 11年厚生省令第41号 )、 指定介護予防サービス等の事業の人
員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準 (平成 18年厚生労働省令第 35号)を別紙のと
おり改正することについて貴会の意見を求めます。

里

臣

一



: 特別養護老人ホーム等における一部ユニウ ト型施設・事業所に関する基準
の改正

○ 平成 22年 9月 21日 に開催された社会保障審議会介護給付費分科会にお
ける審議のとりまとめを踏まえ:特別養護老人ホニム等に係る二部ユニット

型施設・事業所を廃止 し、所要の改正を行う。

○ 対象施設・事業所  '
・特Ell養護老人ホTム
｀短期入所生活介護

“短期入所療養介護
.・ 地域密着型介護老人福祉施:設
‐ ・介護老人福祉施設
“介護老人保健施設 :    =          ‐

・介護療養型医療1施設  :
「介護予防短期入所生活介護   :    :

: ・介護予防短期:入所療養介護         :




